
前章では、中小企業については売上高、経常利益、資金繰り、倒産状況については
前年に引き続き良好な状況ではあるが、その一方で設備投資、取引環境については依
然として改善の余地があることが確認された。また、その中でも中規模企業と小規模
事業者で水準に差が生じているものの、小規模事業者の経常利益や資金繰りは回復基
調にあり、また売上高や設備投資も増加傾向に動き出したことも分かった。
本章では、企業数及び従業者数の変化、さらに開廃業という観点から我が国の中小
企業の現状について概観していく。

	第1節	 企業数の変化
まず、我が国の企業数の推移を確認すると、
1999年以降は年々減少傾向にあり、直近の2016
年には359万者となっている。このうち、中小企
業は358万者であり、その内訳は小規模事業者
305万者、中規模企業53万者となっている。2014
年から2016年の2年の間に企業数は23万者と6.1％
の減少となった（第1-2-1図）。規模別に内訳を見

ると、大企業が47者増加、中規模企業1が3万者
減少、小規模事業者が20万者減少しており、特
に小規模事業者の減少数が大きいことが分かる。
また、1999年を基準として規模別の減少率を

見ても、小規模事業者は調査年毎にマイナス幅を
拡大させており、減少傾向を強めている（第
1-2-2図）。

第1-2-1図 企業規模別企業数の推移

1.41.4 1.31.3 1.21.2 1.21.2 1.21.2 1.11.1 1.11.1 1.11.1
6161 5959 5555 5353 5454 5151 5656 5353

423423 410410
378378 366366 367367

334334 325325 305305

485485 470470
434434 421421 421421

386386
▲23万者（▲6.1％）
▲23万者（▲6.1％）382382

359359

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

19991999 20012001 20042004 20062006 20092009 20122012 20142014 20162016

大企業 中規模企業 小規模企業 企業数合計

資料：総務省「平成11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成21年、26年経済センサス‐基礎調査」、総務省・経済産業省「平
成24年、28年経済センサス‐活動調査」再編加工

（注）1．企業数=会社数+個人事業者数とする。
2.経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の情
報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。
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	 1	 ここでいう「中規模企業」とは、中小企業基本法上の中小企業のうち、同法上の小規模企業に当てはまらない企業をいう。
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第1-2-2図 企業規模別企業数の増減率の推移
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資料：総務省「平成11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成21年、26年経済センサス基礎調査」、総務省・経済産業省「平
成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工

（注）1．企業数=会社数+個人事業者数とする。
2．経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の
情報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切では
ない。
3．ここでいう増減率は、対1999年比で算出している。

（年）

上記の企業数の推移に関連し、続いては小規模
事業者の業種別の企業数の推移及び増減率の推移
を確認する（第1-2-3図、第1-2-4図）。増減率の
推移について見ると、1999年時に比べて電気ガ
ス水熱業は企業数を増やしているが、他の業種に

ついては減少傾向にあり、特に鉱業や小売業につ
いては減少率が高いことが分かる。更に、小売業
については企業数が多く、業種別に見た場合は小
売業の減少が全体の企業数減少に大きな影響を与
えていると考えられる。

第1-2-3図 業種別小規模事業者数の推移
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資料：総務省「平成11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成21年、26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平

成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）1．企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

2．経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の情
報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。
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第1-2-4図 業種別小規模事業者数の増減率の推移

－70
－50
－30
－10
10
30
50
70
90
110
130
150
170

1999 2001 2004 2006 2009 2012 2014 2016

運輸通信鉱業
卸売

建設業
小売

製造業
金融保険

電気ガス水熱
その他サービス等（％）

（年）
資料：総務省「平成11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成21年、26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平

成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）1．企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

2．経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の
情報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切では
ない。

3．ここでいう増減率は、対1999年比で算出している。

企業数の推移の最後に、小規模事業者数につい
て個人事業者と法人企業に分けて推移を確認する
（第1-2-5図）。これを見ると、小規模事業者の内

訳としてはおよそ6割から7割が個人事業者で占
められており、割合が大きく変化することも無く
推移していることが分かる。

第1-2-5図 小規模企業の個人事業者・法人企業割合の推移
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資料：総務省「平成11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成21年、26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平

成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の情

報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではな
い。
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	第2節	 開廃業が企業に与える影響
ここまで企業数の推移に関し、規模別・業種別
にその内訳について見てきたが、以下では2012
年～2016年にかけて、企業の開廃業が企業数、
従業者数、付加価値額の変化に与えた影響につい
て見ていく。
はじめに、開廃業が企業数に与えた変化につい
て、その内訳を見ていく（第1-2-6図）。まず、
2012年に存在した企業について、このうち295万
者は2016年時点でも存在しており、50万者は
2012年から2014年に廃業し、33万者は2014年か

ら2016年の間に廃業しているため、2012年から
2016年にかけて、廃業により計83万者の企業が
減少している。同様に2016年について見ると、
2012年に存在しなかったが2012年から2014年に
かけて26万者の企業が開業し、2014年から2016
年にかけ20万者の企業が開業しているため、
2012年から2016年にかけて、開業により計46万
者の企業が増加している。これらを総じて見る
と、2012年から2016年にかけて27万者の企業が
減少していることが分かる。

第1-2-6図 企業数の変化の内訳（2012年～2016年）
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資料：総務省「平成 26 年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 24 年、28 年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）1．企業数＝会社数＋個人事業者数とする。

2．各年の経済センサスを用い、比較年の両方で企業情報を確認することができなかった企業のうち、全ての事業所が「開業」したとされ
ている企業を「開業」とし、全ての事業所が「廃業」とされているものを    「廃業」とみなす。企業の合併、分社化等を理由とする増減
など、これらの分類に当てはまらなかった企業や、第1次産業との間で業種変更があった企業等については「その他の増減」とする。

3．この集計方法では、単独事業所から成り立っている企業で、事業所移転を行った企業は、実際は開廃業を行っていないにも関わらず、
廃業と開業の両方に集計されるため、開廃業数が実際より多く算出されている可能性がある。
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▲27万者 その他の増減
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（年）

次に、開廃業企業の規模別の内訳について見て
いく（第1-2-7図）。まず、開業企業について見る
と、大企業開業が0.1万者、中規模開業が7.6万者、
小規模開業が38.6万者と、計46万者の開業企業
のうち8割超が小規模事業者であることが分かる。
一方、廃業企業について見ると、大企業廃業が0.1
万者、中規模廃業が7.5万者、小規模廃業が75.8

万者と、計84万者のうち9割超が小規模企業と
なっている。開業企業、廃業企業の両者におい
て、そのほとんどが小規模事業者で占められてい
る点は共通しているが、廃業企業における小規模
事業者の数が開業企業における小規模事業者の数
を上回り、総じて見ると37万者が減少している。
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第1-2-7図 企業規模別開廃業企業の内訳（2012年～2016年）
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資料：総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）1．各年の経済センサスを用い、比較年の両方で企業情報を確認することができなかった企業のうち、全ての事業所が「開業」したとさ

れている企業を「開業」とし、全ての事業所が「廃業」とされているものを「廃業」とみなす。
2．この集計方法では、単独事業所から成り立っている企業で、事業所移転を行った企業は、実際は開廃業を行っていないにも関わらず、
廃業と開業の両方に集計されるため、開廃業数が実際より多く算出されている可能性がある。

3．開業数については、2012年～ 2014年の期間の開業企業数と2014年～ 2016年の期間の開業企業数を合計したものであり、廃業数につ
いても同様である。

続いて、存続企業内における規模間移動の状況
について見ていく（第1-2-8図）。
存続企業のうち95％を超える企業については
規模の変化は無いが、規模を拡大させた企業が

7.3万者、規模を縮小させた企業が6.7万者存在し、
それらのうちほとんどが小規模企業から中規模企
業への拡大、中規模企業から小規模企業への縮小
で占められていることが分かる。

第1-2-8図 存続企業の規模間移動の状況（2012年～2016年）
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資料：総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工
（注）ここでいう存続企業とは、各調査によって2012年2月、2014年7月、2016年6月の3時点で存在が確認出来た企業を指す。
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ここまでは開廃業が企業数の変化に与える影響
について見てきたが、以下では従業者数の変化に
与える影響について見ていく。まず2012年から
2016年にかけての従業者数の推移について確認
する（第1-2-9図）。これを見ると、小規模企業

においては148万人減少しているが、中規模企業
については152万人、大企業については62万人の
従業者数が増加しており、大企業や中規模企業に
従業者が集まってきていることが考えられる。

第1-2-9図 企業規模別従業者数の変化（2012年～2016年）
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資料：総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス－活動調査」再編加工

続いて、存続企業、開業企業、廃業企業別に、
従業者数の増減について見ていく（第1-2-10図）。
存続企業のうち、従業者が増加した企業では494
万人増加し、減少した企業では464万人が減少し
たことで全体として30万人従業者が増えている。

開業企業では中規模企業を中心に356万人の従業
者が増加し、廃業企業では中規模企業と小規模企
業を中心に503万人の従業者が減少した。これを
見ると、廃業によって失われた雇用の多くは、開
業企業が吸収していることが分かる。
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第1-2-10図 開廃業・存続企業別従業者数の変化（2012年～2016年）

129129 4242

236236
192192

129129

122122

▲105▲105 ▲61▲61

▲221▲221 ▲221▲221

▲138▲138 ▲221▲221

▲600

▲400

▲200

0

200

400

600
大企業 中規模企業 小規模企業

存続企業
+30万人

開業企業
+356万人

廃業企業
▲503万人

+494万人

▲464万人

（万人）

合計▲117万人
資料：総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス-活動調査」再編加工
（注）存続企業の企業規模は2012年時点のものである。

最後に、付加価値額の推移について開廃業企
業、存続企業別に内訳を見ていく（第1-2-11図）。
2011年から2015年にかけて、開業企業によって
創出された付加価値額と、廃業企業によって失わ

れた付加価値額にさほど差は生じていない一方、
存続企業が157.8兆円から192.4兆円へと約35兆
円付加価値額を伸ばしており、存続企業が稼ぐ力
を身につけていると考えられる。

第1-2-11図 付加価値額の変化の内訳（2011年～2015年）
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資料：総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス-活動調査」再編加工
（注）1.企業数＝会社数+個人事業者数とする。

2.各年の経済センサスを用い、比較年の両方で企業情報を確認することができなかった企業のうち、全ての事業所が「開業」したとされ
ている企業を「開業」とし、全ての事業所が「廃業」とされているものを「廃業」とみなす。企業分割・組織再編による基本法外への
転出等を理由とする増減など、これらの分類に当てはまらなかった企業等については「その他」とする。

3.この集計方法では、単独事業所から成り立っている企業で、事業所移転を行った企業は、実際は開廃業を行っていないにも関わらず、
廃業と開業の両方に集計されるため、開廃業数が実際より多く算出されている可能性がある。

4.付加価値額について、平成24年経済センサスー活動調査では平成23年の1年間の値を、平成28年経済センサスー活動調査では平成27
年1年間の値を把握している。
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	第3節	 まとめ
本章では、企業全体の企業数の推移を見た上
で、規模別の増減率や小規模事業者の業種別・経
営形態別企業数の推移、増減率について確認して
きた。
また、開廃業が企業数や従業員数の変化に与え
る影響については、特に小規模事業者が大きく影

響を受けていることも分かった。
小規模事業者の構造を捉える上では、その業種

によって増減に差が生じていること、また企業の
開廃業という様な、社会環境の変化による影響を
最も受けやすい対象であることを認識しておく必
要があるといえよう。
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